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城北信用金庫の地域における取組と実績について

～令和６年１０月３１日～
城北信用金庫 専務理事

石川 祐二

中小企業政策審議会
中小企業・小規模事業者政策基本問題小委員会

資料３
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・営業地域は一定の地域に限定
・会員資格は営業地域内に住所や事業所を

有する個人・法人に限定

・会員資格は一定規模以下の中小企業者限定
・会員資格は従業員300人以下または

資本金９億円以下の事業者に限定

信用金庫

協同組織金融機関性

地域金融機関性

中小企業専門金融機関性

・会員（組合員）の相互扶助を目的とした
会員の出資による協同組織の非営利法人

・出資の目的は協同組織の利用
・１人１票制

信用金庫の特色
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所 在 地 東京都北区豊島1-11-1
創 立 大正 10年 5月（創業103年）

理 事 ⾧ 大前 孝太郎
出 資 金 353億円
店 舗 数 90 店舗（83 店舗・7 有人出張所）

預積金残高 2 兆 6,770億円
貸出金残高 1 兆 3,076億円
役 職 員 数 1,816名

（男性1,029名・女性787名）
平 均 年 齢 41歳9ヶ月

（男性44歳0ヶ月・女性38歳8ヶ月）

城北信用金庫の概要

2024年3月31日現在

2兆6,770億円
1兆3,076億円

2兆6,677億円
1兆3,100億円

2024年3月期

2024年3月期

56億円
66億円

81億円
84億円

預積金残高

2023年3月期

2023年3月期

貸出金残高

業務純益 経常利益

2兆6,680億円
1兆3,019億円

2022年3月期

2022年3月期

96億円
80億円



東京都
北 区: 9店舗 3出張所
荒川区: 7店舗 1出張所
足立区:11店舗 1出張所
葛飾区: 5店舗
板橋区: 4店舗
練馬区: 3店舗
豊島区: 3店舗
台東区: 4店舗
墨田区: 2店舗
江東区: 2店舗
新宿区: 2店舗

千代田区: 1店舗
中央区: 2店舗
大田区: 1店舗
文京区: 1店舗
渋谷区: 1店舗

埼玉県
川口市: 5店舗 2出張所

さいたま市: 4店舗
蕨 市: 1店舗
戸田市: 2店舗
草加市: 5店舗
越谷市: 3店舗
吉川市: 1店舗
八潮市: 2店舗
松伏町: 1店舗

千葉県
松戸市: 1店舗

城北信用金庫の営業エリア

2024年3月31日現在 5
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信用金庫を取り巻く現状について



信用金庫を取り巻く経済環境
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店舗閉鎖が増えた梶原銀座商店街

１
顧客の高齢化に
よる取引の減少

２
人口の減少による
取引先の減少

３
後継者不足による
廃業の増加

４
ビジネスモデルの
変化による廃業の

増加

５
地域のお客様の
パイの奪い合いに
よる取引先の減少

６
他行庫競合による
貸出金利回りの

低下

1社でも多く中小企業・個人のお客様との取引を
増やしたい、今取引のある中小企業を存続させたい賑やかな十条銀座商店街

後継者不足による廃業・顧客の高齢化・ビジネスモデルの変化による取引先の減少が顕著
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城北信用金庫が取り組んでいる
お客さま支援、地域活性化の取り組み



MAGAZINE CROWD FUNDING PRODUCT

ヒトとモノとマチをつなぐ WEBメディア

取引先支援
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消費者に情報が届きづらい「中小企業ならではの優れた技術力や品
質へのこだわり」を、YouTubeチャンネル「JoynTV!」から発信し、
顧客獲得から販路拡大、地域活性化につなげるプロジェクトです。

ＪｏｙｎＴＶ!
金融機関初となる「お客さま商品レビューチャンネル」
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COSA ON （コーサ オン） ／ 起業家支援と地域のにぎわいづくり
起業家支援／まちづくり



事業者支援の取組事例
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・毎年赤字だったメッキ加工会社。技術力はあるも、取引先の廃
業や海外移転により販路縮小に歯止めかからず。当金庫にて事
業分析や今後の事業計画策定行い、同社にとって新規分野であ
るBtoCビジネスにチャレンジ。第1弾としてメッキ加工技術を
生かした掛け時計を制作。
マーケティングとしてクラウドファンディングを実施したとこ
ろ、目標額30万円に対し557万円の資金が集まった。
同社のBtoC事業は順調に推移し、第2弾の商品開発も当金庫
支援のもと行っている。

・当金庫インキュベーション施設「COSA ON」に入居している
スタートアップ企業。美大出身の2人の若手デザイナーがビン
テージ衣料をリメイクし1点物の洋服を仕立てている。百貨店
やイベントでの催事販売を販路としているが、出展料や集客が
ネックとなっていた。「COSA ON」に併設しているカフェに
展示・販売スペースを確保。カフェの割引クーポンを配布する
ことによりカフェの来客を展示場へ誘引する動線を確保。目標
売上の250％を達成した。
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オンラインサロン
地域や業種を越えた、参加者主体のコミュニティベース

地域や業界の垣根を越え参加する中小企
業経営者が、ビジネスとネットワークを
主体的に創造するコミュニティベースで
す。様々な企業とその経営者たちが培っ
てきた技術やノウハウ、アイディア、想
いが組み合わさることで、新たな価値が
生まれる。そんな「 出 会 い の 場 」
「学びの場」「実践の場」をご提供
しています。
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地公体や各種機関との連携による地域への面的支援

・北区ビジネスアドバイザー
に就任し、事業者の方の経営
相談を行っています。

・荒川区主催のマネジメントス
クールにファシリテーターとし
て参加、経営スキル向上の支援
をしています。

・地公体の他、各種商工団体や士業団体など
と連携し、地域への様々な面的支援を行って
います。
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地域プロモーション
出張所を改装し「しぶさわくん支店」としてリニューアル

店舗外観 店頭窓口 来客されたお客さまと

1

2

3

渋沢栄一翁が晩年を過ごした北区飛鳥山にちなみ、北区を盛り上げる
ＰＲキャラクター「しぶさわくん」を作成。

２０２４年7月の新一万円札発行の合わせ、「カウントダウンプロ
ジェクト」として様々な仕掛けを用意。

出張所をしぶさわくんで全面ラッピングした「しぶさわくん支店」と
してリニューアルオープン。地域のにぎわいを創出している。
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地域プロモーション
渋沢×北区 大河ドラマ館／飛鳥山 おみやげ館

大河ドラマ館 （現在は閉館
）

おみやげ館



城北信用金庫アスリートクラブ
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1 アスリートの就職マッチング「アスナビ」を活用し、
ほぼ毎年アスリート職員を採用している

2

3

アスリート職員は北区のスポーツアンバサダーとなり
講演会や学校訪問などの地域貢献活動を中心に行っている

引退後も当庫職員として業務を実施し
現役アスリート職員のバックアップを中心に活動している

公益団体の講演 区内学校での講演 区内イベントへの参加

北区にあるナショナルトレーニングセンターから職員を採用
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ＭＩＮＴＯ機構との連携による「まちづくりファンド」の組成

国土交通大臣指定の財団法人・民間都市開発推進機構（MINTO機構）と当金庫
とで「まちづくりファンド」を組成。エリア内におけるリノベーション案件等
への投資を通じ、エリア価値の向上と地域課題の解決に貢献する取り組みです。

ＪＲ赤羽駅

赤羽岩淵駅

荒川河川敷

赤羽エリア

岩淵エリア

持続可能な地域社会



北区花火会の支援
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2023年に１０回目を迎えた花火会 主催は行政ではなく民間主導である

荒川河川敷（赤羽岩淵）にて毎年秋に実施

１０回目は「渋沢栄一と社会貢献」などテーマに沿った花火を演出している

1
2
3

10万人以上の方が来場

新しい価値の創造に向け 区が主催の花火会でなく民間主導の大会としている



地域プロモーション
インターネットラジオ局 【しぶさわくんFM】 の開局

20



旧国立醸造試験所のインバウンドツアーの組成
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2024年1月に通常非公開の同地にて国際利き酒氏の資格をもった
ガイドのもとインバウンドツアーを実施

見学と飛鳥山公園のけやきのから採取した酵母で日本酒を
東京23区唯一の酒蔵「東京港醸造」が製造
ペアリングを利き酒師の解説付きで楽しんでもらう

1

2

3 発酵をテーマにしたフレンチを、マキシムドパリ・京都福寿園に
勤務した料理人にツアー限定メニューを考案し、振る舞う企画である

醸造試験所見学ツアー 利き酒師による説明 旧麹室でペアリング 発酵食ディナー

国重要文化財を活用したプレミアムなツアーを造成



支援におけるボトルネック

☆行政のアナウンス不足
→良い支援制度、良い補助金・助成金があるけど、知らない
事業者が多い・・・

☆地域特性に応じた支援制度
→全国、都・県一律の支援制度では事業者の細かいニーズに
当てはまるとは限らない
（東京都でも中央区・千代田区と北区・荒川区とでは事業者
ニーズは全く違うが使える支援制度は同じ）
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最後に
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城北信用金庫は、住民、企業、行政、そして地域
金融機関が一体となってエリアの価値を高めていく、
そんな取り組みをこれからも行っていきます

信用金庫の使命は
地域の発展への貢献が第一です
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全国の信用金庫の取組事例
（参考資料）
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市町村連携「しんみせ応援プロジェクト」（⾧野信用金庫）
 ⾧野市中心市街地は毎年一定の創業者がいるものの、

早期廃業が多く事務所や倉庫の空きが目立ち、地域活
性化には中心市街地の空洞化を食い止める必要があっ
た。

 そこで⾧野信用金庫は2018年４月、日本財団「わ
がまち基金」の助成金を活用し、⾧野市中心市街地で
の創業案件に限定した市街地活性化事業「しんみせ応
援プロジェクト」をスタートした（同助成金の終了後
の2021年度からは当金庫独自の事業として継続）。

 その後、当金庫営業エリアである⾧野県北信地区全域での創業支援体制を強化すべく、当金庫と地方創生に係
る連携協定を締結する北信地区全15市町村で構成する「北信まちづくりプラットフォーム」の連携事業として、
同プロジェクトの対象エリアも同地区に広げた。

 同プロジェクトは、①しんみせチャレンジ、②創業カレッジ、③アテンド訪問、④NAGANOまちづくり応援
ファンドのスキームから構成されている。

 ①は、創業者の事業実現と事業継続率向上を目指す半年にわたるプログラム（書類選考、創業カレッジ、プレ
ゼン選考）で、持続可能な事業と認定された事業者にスタートアップ応援金を交付する。②では、創業者や専門
家から事業継続の実体験やノウハウを学ぶ。③は当金庫専担者が連携市町村実務担当者とともに創業者にモニタ
リングを行う「アテンド活動」を実施し、創業後の継続的なサポートを行う。④は、創業者の資金調達手段を拡
充するため、当金庫と民間都市開発推進機構との共同出資により設立した。

 ①は５年間で34人に応援金を交付。交付者の事業継続率は100％（参加者累計135人の事業継続率は83.7％、
2022年５月現在）であり、④は２案件、1,050万円の投資実績となっている（2023年３月現在）。

 この活動は2021年３月、地方創生に資する金融機関等の「特徴的な取組事例」に選定され、地方創生担当大
臣から表彰を受けた。

「しんみせチャレンジ2022」表彰式
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ICTを活用した地域農業支援（伊達信用金庫）
 伊達信用金庫では、地域の主要産業である農業の活性化と農業

者の所得向上を目指して、2017年「地域農業を考える会」を発
足した。2019年に日本財団「わがまち基金」の採択を得て、
ICT（情報通信技術）機器を実証試験に協力いただいた農業者3
件に無償で貸与。JA以外の販路拡大と地域ブランディングのた
めに、農産物の品質基準である「GAP※認証」の取得を目的とし
て活動後、2021年からは、農業技術士を招聘して生産技術の向
上による収量と品質の向上を目指すことを企図した。
※ Good Agricultural Practices の頭文字をとった言葉で

「農業生産工程管理」のこと。

 実証試験では、ビニールハウス内における温度、湿度、光合成に必要な二酸化炭素を、コンピューターで制御す
るICT農業を、従来までのハウス栽培と比較する形で行い、おおむね1.2倍から1.9倍の収量を生産した。さらに、
ベテラン農業者と比較して、就農して間もない農業者が行うICT農業と収量・品質の面で大差ない結果が得られ、
これまでの「勘」と「経験」による農業からの脱却への一歩となることも実証された。

 この結果をまとめ、2022年10月に当金庫アグリベーシックセミナーで報告、日本銀行金融高度化センター「第5
回地域活性化ワークショップ」で地域農業活性化への取り組みとして報告した。11月、北海道の各地から関係者60
人を集め報告会を開催した。2023年12月、日本政策金融公庫から講師を招き農業に関する勉強会を職員向けに開
催した。また地方自治体や信用金庫などの視察要望に応え、累計視察者（団体・行政等）は延べ12団体120人を受
け入れた（2022年12月末現在）。

 2023年度は4件の農業者がICT農業へ参加。地元自治体（北海道伊達市）が行う農業研修センターでの営農検証
事業を委託者とともに実証し、経済性の検証と試験栽培による栽培手法や品種の優劣が明確となった。

 一次産業の活性化と関係人口の増加（新規就農者を含む）に貢献する本活動は、内閣官房デジタル田園都市国家
構想実現会議事務局／内閣府地方創生推進室より地方創生に資する金融機関等の「特徴的な取組事例」として選定
され、地方創生担当大臣から表彰を受けた。
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国産落花生の新産地化活動と人材育成（新庄信用金庫）
 2017年に米の生産調整（減反政策）が終了し、国の

助成金が廃止となる中、山形県でも、米に代わる作物の
導入が早急な問題となった。金山町は新たな作物として、
米に比べると手間がかからず高齢者や女性でも作業が可
能で、地元特産物のニラと比べても時間当たりの所得が
高い落花生が注目された。

 国産落花生の需要が増えていることもあり、地元の大
手豆菓子メーカーや、山形大学東北創生研究所と連携し、
落花生の新産地化に向けた取り組みを始めた。

 新庄信用金庫は、2018年６月に発足した生産者らによるグループ「金山町新産地開発協議会」と、「国産落花生の新
産地プラットフォーム構築」事業を計画し、日本財団の「わがまち基金」助成事業に応募。2019年７月に1,000万円の助
成金を受領し、これを活用して、産学官金連携による同町での落花生特産化を後押ししている。

 新庄信用金庫は同時に、今回の事業を成功させるためには、地元の若者が自ら行動を起こすことや、それにつながる当
事者意識の創造が重要であると考え、地元高校生、山形大生、新庄信用金庫の若手職員らによるワークショップを開催。
地域の課題解決に携わる人材「ジモト・ソーシャル・イノベーター」の養成事業にも力を入れている。この事業は、地域
の若者の地元農業に対する意識改革につながる効果や、地域活性化を図る主体同士の補完・相乗効果など、様々な狙いが
込められている。

 これらの取り組みは、金山町産落花生の商品企画をテーマに、新庄信用金庫職員、地元高校生や山形大生らがアイデア
を出し合う「ジモト大学」プログラムなどの形で実を結び、スイーツ等への活用といった具体的な提案がなされた。それ
らの商品は、実際に市内の洋菓子店で販売されており、直近では未来の大人応援プロジェクト実行委員会主催「第９回全
国高校生ＳＢＰ交流フェア」に高校生が出場し、同時に新庄市と金山町のふるさと納税返礼品に選定された。

 さらに、障がい者の就労支援や高齢者の雇用を生み出す観点から、落花生の殻を手作業で剥く工程を「農福連携」によ
り推進している。

 諸々の取り組みが評価され、2021年５月には内閣官房まち・ひと・しごと創生本部の「地方創生に資する金融機関等
の『特徴的な取組事例』」に選出された。

収穫イベントで販売された金山町産の落花生「ビ（美）ーナッツ」


